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研究成果の概要（和文）：本研究では、都市住民による新たな「都市の農」に着目し、（１）既存の農的活動の実施状
況の解明、（２）「都市の農」の運営スキームの解明、（３）「都市の農」の地方都市での展開可能性の検討の３課題
を実施した。その結果、（１）住民による空閑地での農作物栽培等の既存の農的活動は限定的であること、（２）「新
たな農」としての株式会社マイファームの分析によると、地権者・利用者間の仲介や、農家と企業との農園の共同運営
のためのスキームがみられ、農的活動を広範に展開させうること、（３）地方都市では、都市住民の居住地近辺に農的
活動の場を確保することが活動の展開に向け有効であること、等が明らかとなった。
  

研究成果の概要（英文）：The study aims to identify cutting-edge agricultural activities practiced by 
urbanites, by focusing onto (a) the activities currently practiced, (b) management schemes for the 
activities, and (c) applicability of the schemes to mid or small sized cities. The study identified that; 
(a) the variety of activity types currently practiced, including community gardens practiced on vacant 
lots, is limited, (b) by examining activities by My Farm Inc., which mediates land owners and users and 
jointly operates allotment gardens with farm households, corporations as My Farm Inc. may contribute to 
popularize agricultural activities, and (c) proximity to the places where agricultural activities are 
practiced is one of the keys to activate agricultural practices by urbanites in mid or small sized 
cities.

研究分野： ランドスケープ計画、都市計画

キーワード： 都市農業　市民農園　空閑地　民間企業
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１．研究開始当初の背景 
世界的な都市への人口集中のもと、その持

続的・安定的な計画・経営のためには、農村
部だけでなく、都市もまた自らが消費する食
料の一部を生産する必要がある。都市住民に
よる生活空間に「農」の営みを内包したライ
フスタイルもまた、強く希求されるようにな
っている。こうした動きは、農村部で、農家
が、第一次産業として営むことをアイデンテ
ィティとする従来の「農」とは全く異なる、
都市住民による革新的な「都市の農」の誕生
と理解できる。 
 萌芽期にある革新的な「都市の農」に着目
し、これを持続的な都市の計画・経営に資す
る存在として位置づける。こうした問題意識
のもとに着想された本研究は、主に下記の 3
点の課題に取り組む。 
（１）既存の農的活動の実施状況の解明 
革新的な「都市の農」の解明に先立ち、都

市住民による既存の農的活動の実施状況を
解明する。具体的には、大都市圏郊外の自治
体をケーススタディとして、住宅地内の空閑
地を利用した近隣住民の農作物栽培活動に
着目し、全空閑地に占める活動の実施割合や、
その効果等を明らかにする。 
（２）「都市の農」の運営スキームの解明 
 大都市圏において誕生しつつある新たな
「都市の農」の事例を対象に、それを支える
事業の運営スキームと、農的活動の展開され
る空間の特徴を解明する。 
（３）「都市の農」の地方都市での展開可能
性の検討 
 大都市圏において萌芽的にみられる「都市
の農」の地方都市への展開可能性を、ケース
スタディとする市町村における農的活動の
実施状況や、大都市圏自治体との比較等を通
じて解明する。 
 
２．研究の目的 
本研究は、国内外の企業や自治体、NPO 等

との強固な協力体制のもと、既存の農的活動
の実施状況を踏まえた上で、新たな「都市の
農」の運営スキームとその地方都市への展開
可能性を検討し、持続的な都市の計画・経営
に向けた「都市の農」の実践方策を提示する
ことを目的とする。 

 
３．研究の方法 
 以下に各研究課題の方法を記す。解析に関
するより詳細な方法については、「４．研究
成果」にて補足する。 
（１）既存の農的活動の実施状況の解明 
首都圏郊外の自治体である茨城県牛久市

をケーススタディとし、空中写真判読、数値
地図等の空間データ分析、現地踏査を組み合
わせて、住宅地内の空閑地の発生状況と、都
市住民が行う農的活動の実施状況について
解明した。具体的には、茨城県牛久市を対象
に、居住者に対するアンケート調査を実施し、
農的活動実施地を含む空閑地に対する住民

の評価を明らかにし、今後の農的活動の展開
可能性を検討した。 
（２）「都市の農」の運営スキームの解明 
 都市住民を利用者とし、首都圏、近畿圏に
おいて体験農園を運営する株式会社マイフ
ァームを事例として、利用者、運営主体両者
へのインタビュー調査を実施し、農園の開
設・運営状況、事業の運営スキーム、農園の
運営状況を明らかにした。農園の運営につい
ては、マイファームと農家両者の運営への関
与に着目し、実態を解明した。 
（３）「都市の農」の地方都市での展開可能
性の検討 
 地方都市の一つである長崎市を対象地域
として、同市を代表する市街地である斜面市
街地と大規模住宅地(開発規模 5.0ha 以上)に
おいて、空閑地の地理的分布を、地図・空中
写真判読等から把握した。また、同市民によ
る農的活動の実施状況及び展開可能性を検
討するために、アンケート調査を実施した。 
 
４．研究成果 
（１）既存の農的活動の実施状況の解明 
 茨城県牛久市において中心駅（JR 牛久駅）
からの距離（駅から 1.6km 圏内か否か）と開
発年次（1973 年より前に開発されたか否か）
を変数として、４つの町丁目を対象地として
選定した（A、B、C、D 地区：図－１）。な
お、徒歩 20 分以内を示す指標として 1.6km
を、当地において都市間を結ぶ主要幹線道路
が建設され、沿道の住宅地開発の契機となっ
た年次として 1973 年を設定している。 
４つの地区における全踏調査をもとに敷

地を単位として土地利用の解明を行い、空閑
地に絞って利用の詳細を示した結果を図－
２に示す。空閑地の使われ方として、農園は、
箇所数ベースで各地区の空閑地の 12～24%
を占めている。地区別にみると、駅に近く新
しい開発であるＡ地区や、駅から遠く古い開
発であるＤ地区は、空閑地のうち農園利用の
割合が低く（Ａ：12.7%、Ｄ：11.8%）、駅か
ら遠く新しい開発であるＢ地区や、駅に近く
古い開発であるＣ地区は比較的高い（Ｂ：
19.6%、Ｃ：24.0%）。この要因として、Ａ地
区は最も駅からのアクセスが良く、駐車場利
用が多いため、収益性に劣る農園の利用が少
ないこと、一方でＤ地区は駅から最も離れて

図－１ 対象地の位置 



おり、そもそもの空閑地の量の多さから利用
率が低くなっていること、そしてＢ地区とＣ
地区はそれらの中間的な特徴を有しており、
相対的に農園利用が行われやすいことが考
えられる。 
農園利用を含む空閑地に対する住民によ

る評価の結果を図－３に示す。評価項目は１
２項目あり、空閑地を肯定的に捉えるものと
して６項目（「開放感がある」「子供の遊び場
になる」など）、否定的に捉えるものとして
６項目（「虫や雑草が増え環境が悪くなる」
「治安の悪化につながる」など）を設定した。
結果をみると、Ａ地区とＣ地区では空閑地を
肯定的に捉えている一方、Ｂ地区とＤ地区で
は否定的な意見が上回っている。農園利用が
多かったＢ地区およびＣ地区でも、Ｂ地区は
否定的、Ｄ地区は肯定的といったように、評
価が分かれている。評価が低かったＢ地区と
Ｄ地区は、草丈から判断して、ともに管理が
不十分な未利用空閑地が多く（図－４）、そ
れがひとつの要因だと考えられる。農的利用
も多く、空閑地の評価も高かったＣ地区は、

駅から 20 分圏内で開発年次が古く、土地区
画整理事業で開発された住宅地である。住民
は定年退職者が多く、土地区画整理事業組合
が地区の環境整備を行っている等、コミュニ
ティによる空閑地の管理を行うための要件
が整っている。農的利用が少なく、空閑地の
評価も低いＤ地区は、駅から約５ｋｍと離れ
ており、開発年次も古い。事業方式は旧宅地
造成法であるが、コミュニティによる地区の
管理はみられない。 
以上を踏まえると、都市の中心から離れ、

周囲が田園に囲まれたような場所や、中心駅
近くで駐車場利用が卓越する場所ではなく、
その中間に位置し、かつ良好な管理を行う条
件が整っている住宅地において、現状では、
農的活動をより積極的に展開しうる条件が
整っているものと考えられる。 
 
（２）「都市の農」の運営スキームの解明 
① 研究対象と運営スキームについて 
 株式会社マイファーム（以下 MF）は 2007
年に設立されたベンチャー企業であり、農家
から貸与した農地において、体験農園事業を
行っている。体験農園では、利用者は MF ス
タッフによる農作物栽培指導を受けること
ができ、また、農作業に必要な道具や、種や
苗、肥料なども提供を受けることができる。 
 運営スキームは図－５のように整理され
る。MF は、農家に経営権を残したまま MF
が事業委託を受ける「農園利用方式」と、自
治体を介して経営権を取得し、MF 自身が経
営を行う「特定農地貸付法」の２つの方式に

図－５ MF の農園運営スキーム 

図－６ 企業・農家の農園運営への関与度 

図－４ 未利用空閑地の管理の程度 

図－２ 空閑地の利用状況 

図－３ 住民による空閑地の評価 



もとづき、農園の運営を行っている。2015 年
8 月現在の農園開設数全 77 箇所の内、農園利
用方式 61 箇所、特定農地貸付法 16 箇所とな
っていた。 
② 農園運営に関わる農家と企業の関与度 
農家が MF と共同で農園運営に関与する例

がみられる農園利用方式に着目し、61 箇所の
農園の運営状況について詳細を把握すると
ともに、農家、MF の運営に対する関与度を
明らかにした。文献調査および現場担当者へ
のヒアリングに基づき、農園運営の構成要素
として、事務作業 11 項目、現場対応 31 項目
の計 42 項目を設定した。この 42 項目につい
て、農家、MF それぞれの実施状況を、61 箇
所の農園について把握した。事務作業 11 項
目を 4 項目、現場対応 31 項目を 6 項目に集
約し、1 項目につき 1 点を配分し、最大 10 点
で得点付けを行った。 
結果は図－６のようになり、企業の関与度

が高く、MF が主体的に運営を行う農園 52 箇
所（企業関与度の平均得点 8.76 点、農家 1.44
点＝Ａタイプ）、農家の関与も同等にみられ、
MFと農家が共同で運営を行う農園 9箇所（企
業 4.57 点、農家 6.09 点＝Ｂタイプ）の２つ
に大きく傾向が分かれた。Ａタイプでは、農
家がほぼすべての作業について MF に事業委
託を行っており、MF の運営する農園に典型
的なタイプと考えられた。一方Ｂタイプは、
栽培指導やイベント企画運営、共同空間管理
といった特定の項目で農家の関与が強くみ
られ、これまでの報告例とは異なるタイプで
あった。インタビュー調査では、Ｂタイプの
農家の中には、将来的に自立して体験農園の
運営を行う意向をもっているが、経験や時間
の不足により、まずは MF の協力を得ながら
運営をはじめたといった声も聞かれた。農家
自身が経営する体験農園は、東京都練馬区の
例を中心に広がりつつあるが、相当の技術や
経験をもつ農家でなければ運営が困難であ
るといった課題もある。Ｂタイプのような運
営は、今後、農家自身による体験農園の運営
を拡大するにあたって有効である可能性が
ある。また、MF の農園運営についても、ほ
ぼすべての業務の委託を受ける例のみでは
なく、農家の意向に合わせて柔軟に行ってい
ることが確認できた。これらの結果は，将来
の「都市の農」の展開に当たって、「農家か
企業か」の二択ではない、両者が共同した多
様な形がありうることを示唆するものと考
えられる。 
 
（３）「都市の農」の地方都市での展開可能
性 
① 農的活動を展開し得る空間 
 空中写真等を用いた現状把握の結果、斜面
市街地の空閑地率（箇所数ベース）がで 24.3％
であるのに対して、大規模住宅地が 16.8％と
斜面市街地の方が高かった。この数値は、千
葉・茨城県等の大都市外縁部にある県とほぼ
近似している。これら空閑地の地理的分布は、

開発未着手由来のものが多い大規模住宅地
では集積していることが多く、未着手ととも
に建物除却由来が多い斜面市街地では分散
していることが多かった。 
② 農的活動の実施状況 
 アンケート調査より明らかとなった、地方
都市住民による農的活動の実施状況に係る
主要な成果は、以下の通りである。 
・農的活動を、家の庭やプランタで「すでに
行っている」と回答した者が最も多い(回答
率 33.6%)。その一方で、貸し農園 (2.5％)
と空き地ですでに行っているとした者は
相対的に少ない(同 4.5％)。また、両者を「今
後、行ってみたい」と回答した者は、家の
庭やプランタで最も多く(同 48.8%)、次い
で、貸し農園 (34.5%)、空き地(23.8%)の順
となった。 

・農的活動の実施および実施意向と居住地の
関連を把握するため、投票区(10 地区)ごと
に回答を集計し、農的活動の実施・関心の
比率を算出した。算出された比率と居住地
の特性を表す変数(人口密度、高齢者率、持
ち家)との間の相関係数を算出したところ、
「すでに行っている」については、貸し農
園において人口密度との間で正の相関関
係(r=0.76)が、家の庭やプランタにおいて人
口密度との間で負の相関関係(r=-0.55)がみ
られた。一方、「今後、行ってみたい」に
ついては、貸し農園において人口密度との
間で正の相関関係がみられた(r=0.56)。この
ことから、貸し農園での農的活動をすでに
行っている層は人口が密、家の庭やプラン
タでの農的活動をすでに行っている層は
人口が疎な市街地に、貸し農園での農的活
動を今後行いたいと考えている層は人口
が密な市街地に居住する傾向があること
が推察された。 

・大都市圏にある都市との比較からみた地方
都市の特性を明らかにするために、首都圏
の都市である柏市の先行研究の知見と長
崎市の農的活動の実施・関心を比較した。
両市における、各農的活動を「すでに行っ
ている」と「今後、行ってみたい」とした
回答者の比率の差を検定したところ、長崎
市は、空き地の「今後、行ってみたい」に
おいて有意に低く、貸し農園の「すでに行
っている」と「今後、行ってみたい」にお
いて有意に低く、そして家の庭やプランタ
の「今後、行ってみたい」において有意に
高かった。これらのことから、地方都市に
おいて今後より可能性のある「都市の農」
の形は、個人宅の庭やプランタ栽培である
可能性が考えられる。 

・農的活動を行う都市住民の意識と行動を明
らかにするために、被説明変数を農的活動
の実施有無、説明変数を農的活動の実施と
関連する都市住民の意識と行動に関する
項目とした一般化線形回帰モデル(二項ロ
ジスティック回帰モデル)を用いた検討を
行った。その結果、自治会の活動に対する



積極的な参加、ゴミの減量、畝売り野菜・
果物の利用が農的活動の実施と関連して
いた。これらの結果は、農的活動を行って
いる都市住民は、(a)自治会の活動に積極的
に参加し、(b)ゴミの減量に取り組んでおり、
(c)畝売り野菜・果物を利用することが多い
ことを示唆している。 

③ 「都市の農」の展開に向けた可能性と課題 
 地方都市における「都市の農」を展開し得
る空間は、市街地内に大都市外縁部の都市と
ほぼ同水準の量が存在しているといえる。こ
うした空間において「都市の農」は、自宅敷
地外（空き地・貸し農園等）における農的活
動に対する一定数の実施及び関心にみられ
る通り、潜在的な需要が存在するといえ、展
開・定着できる可能性があると考えられる。
ただし自宅敷地外の農的活動の実施・関心を
めぐり長崎市が柏市と比べて消極的な回答
傾向であったことは、「都市の農」の事例が
数多くみられる大都市外縁部ほどには展
開・定着しない可能性も示唆している。地方
都市においては、自宅敷地外での農的活動の
実施策とともに、例えば、すでに自宅敷地を
有する者に、隣接した空閑地を取得しやすく
するなどの工夫を通じ、空閑地を個人宅敷地
として利用しやすくすることも、農的活動の
実施につながるものと思われる。 
 地方都市における「都市の農」の展開に向
けた主な課題としては、3 点が挙げられる。
第一は、「都市の農」が実践できる空間と関
心を持つ都市住民の居住地との地理的乖離
である。多くの地方都市では、「都市の農」
を実践できる空間の一つである市民農園が
都市外縁部にあり、関心を持つ都市住民が多
く住む市街地中心部から離れている。両者の
地理的乖離を改善するためには、人口減少に
より発生が想定される市街地中心部の空き
地を、農的活動の供するものとして整備する
ことが考えられる。第二は、「都市の農」に
関心を持つ都市住民と空き地等の実装でき
る空間の所有者とのネットワークの欠落で
ある。前記の問題を解消するためには、空き
地バンク制度の創設などが考えられる。第三
は、「都市の農」の計画的位置付けの欠如で
ある。アンケートから存立の可能性が確認さ
れた「都市の農」は、緑の基本計画等の上位
計画に明確に位置付けられていないことが
多い。上位計画の改定時においては、「都市
の農」を明確に位置付けることが望まれる。 
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